
 

チーム医療の推進について（抄） 

（平成 22 年 3月 19 日 チーム医療の推進に関する検討会取りまとめ） 

 

４．医療スタッフ間の連携の推進  

（１）医療スタッフ間の連携の在り方  

○ 上記のような各医療スタッフの専門性の向上や業務範囲・役割の拡大を活かして、患者・

家族とともに質の高い医療を実現するためには、チームとしての方針の下、包括的指示を

活用しつつ各医療スタッフの専門性に積極的に委ねるとともに、医療スタッフ間の連携・

補完を一層進めることが重要である。 

○ 医療スタッフ間の連携・補完については、場面によって様々な取組が考えられるが、具

体的には、例えば、以下のような取組が行われている。 

◆ 各診療科・部門の取組として、手順書やプロトコールの作成により平常時の役割分担

や緊急時対応の手順・責任者を明確化するとともに、担当者への教育・訓練、医療スタ

ッフ間における患者情報の共有や日常的なコミュニケーションを推進 

◆ 院内横断的な取組として、医師・歯科医師を中心に、複数の医療スタッフが連携して

患者の治療に当たる医療チーム（栄養サポートチーム等）を組織 

【医療チームの具体例】 

・ 栄養サポートチーム：医師、歯科医師、薬剤師、看護師、管理栄養士 等 

・ 感染制御チーム：医師、薬剤師、看護師、管理栄養士、臨床検査技師 等 

・ 緩和ケアチーム：医師、薬剤師、看護師、理学療法士、MSW 等 

・ 口腔ケアチーム：医師、歯科医師、薬剤師、看護師、歯科衛生士 等 

・ 呼吸サポートチーム：医師、薬剤師、看護師、理学療法士、臨床工学技士 等 

・ 摂食嚥下チーム：医師、歯科医師、薬剤師、看護師、管理栄養士、言語聴覚士 等 

・ 褥瘡対策チーム：医師、薬剤師、看護師、管理栄養士、理学療法士 等 

・ 周術期管理チーム：医師、歯科医師、薬剤師、看護師、臨床工学技士、理学療法士 等 

◆ 特定の疾患（がん、糖尿病・高血圧・高脂血症等の生活習慣病等）に対する取組とし

て、複数の医療スタッフが連携して患者の治療や生活習慣の改善に当たるチームを組織 

◆ 地域横断的な取組として、病院・診療所（医師）、歯科診療所（歯科医師）、訪問看護

ステーション（看護師）、薬局（薬剤師）、保健所（保健師等）、介護保険事業所（ケアマ

ネジャー）等が退院時カンファレンスに参加するなど、在宅医療・介護サービスにおけ

る役割分担と連携を推進 
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◆ 周産期医療における取組として、院内助産所・助産師外来の設置や周産期医療ネット

ワークにおいて地域の助産所との連携体制を構築することにより、産科医と助産師の間

で、正常分娩の助産業務を自立して実施できるという助産師の専門性を活かした役割分

担と連携を推進 

（２）医療スタッフ間の連携の推進方策  

○ こうしたチーム医療の実践を全国に普及させるためには、各医療スタッフの専門性を活

かした安全で質の高い医療を提供し得る環境を整えていることが社会的に認知される仕組

みや、その質の高さが適正に評価される仕組みなど、医療機関に何らかのインセンティブ

が存在する必要がある。一方、患者・家族にとっても、こうした医療機関の存在が十分に

情報提供され、医療機関を選択する際の有用な情報を容易に入手することができるような

環境が整備されることが望ましい。 

○ こうした観点から、チーム医療の実践に必要とされる事項について、一定の客観的な基

準を設けるとともに、当該基準を満たしている安全かつ良質な医療を提供し得る医療機関

が社会的に認知・評価されるような新たな枠組みを構築する必要がある。 

○ 具体的には、例えば、チーム医療を行う体制が整えられているかどうか、チーム医療を

行う設備が整備されているかどうか、チーム医療の具体的な活動が行われているかどうか、

といった基準に基づき、公正・中立的な第三者機関においてチーム医療を推進する医療機

関等として認定する仕組みを導入すること等を検討する必要がある。 

○ なお、認定基準の策定に当たっては、今後、医療現場の関係者等の協力を得ながら、医

療現場の実態を踏まえた上で、安全性の確保など様々な観点から専門的な調査・検討を行

った上で決定する必要がある。 

○ また、チーム医療を推進する医療機関等として認定されたことについて、患者等が医療

機関を選択する際の有用な情報として提供することができるよう、医療機関が広告するこ

とができる事項として位置づけるなど、チーム医療を推進する医療機関等が患者・医療現

場から広く認知されるような仕組みを検討すべきである。 

○ さらに、チーム医療を推進するために必要なコストや、チーム医療の推進によって提供

可能となる医療サービスの質の高さ等、種々のエビデンスについて、公正・中立的な第三

者機関の協力を得ながら的確に検証・把握するとともに、必要に応じ、財政支援や診療報

酬上の措置等の対策を検討すべきである。 

 


